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（1） 収益的収入及び支出

収　　　　入

地方公営企業法第24条

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 第3項の規定による支

出額に係る財源充当額

241,550,000 0 0

38,947,000 0 0

下 水 道 使 用 料 38,054,000 0 0

その他営業収益 893,000 0 0

202,603,000 0 0

他 会 計 補 助 金 136,922,000 0 0

長期前受金戻入 65,681,000 0 0

雑 収 益 0 0 0

その他特別利益 0 0 0

 令  和  7  年  度     夕   張   市   公   共   下   水   道

予                  算                  額

第1款  下 水 道 事 業 収 益

第1項  営 業 収 益

第1目 

第2目 

第2項 営 業 外 収 益

第1目 

第2目 

第3目 

第2目

区 分
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（単位 円・税込）

241,550,000 219,252,658 △ 22,297,342

38,947,000 40,247,504 1,300,504 うち仮受消費税等3,577,718円

38,054,000 39,354,939 1,300,939

893,000 892,565 △ 435

202,603,000 179,005,154 △ 23,597,846 うち仮受消費税等　0円

136,922,000 111,935,542 △ 24,986,458

65,681,000 65,604,672 △ 76,328

0 1,464,940 1,464,940

0 0

　事 　業 　決 　算 　報 　告 　書

予                  算                  額

決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減
備 考

合 計
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支　　　　出

地方 公 営 企

予備費 流 用 業 法 第 24

当初予算額 補 正 予 算 額 条第 ３ 項 の

支出額 増 減 額 規定 に よ る

支 出 額

248,156,000 0 0 0 0

236,028,000 0 0 0 0

管 渠 費 1,212,000 0 0 0

処 理 場 費 60,582,000 0 0 0 0

総 係 費 44,700,000 0 0 0 0

減 価 償 却 費 129,534,000 0 0 0 0

5,668,000 0 0 0 0

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消費税及び地方消費税 2,640,000 0 0 0 0

雑 支 出 150,000 0 0 0 0

5,960,000 0 0 0 0

そ の 他 特 別 損 失 5,960,000 0 0 0 0

500,000 0 0 0 0

予 備 費 500,000 0 0 0 0

　　　　　　　　予      　        　　　　算

第1款下 水 道 事 業 費

第1項営 業 費 用

第1目

第2目

第3目

第4目

第2項営 業 外 費 用

第2目

第3目

第3項特 別 損 失

第1目

第4項予 備 費

第1目

　　営業費用の総係費31,193,043円の財源に充てるため、企業債3,300,000円を借り入れた。

区 分

第1目 2,878,000 0 0 0 0
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（単位 円・税込）

　　　　　額
地方公営企

地 方 公 営 業 法 第 26

企 業 法 第 条第２項の

小 計 26 条 第 ２ 合 計 規定による

項の規定に 繰 越 額

よる繰越額

248,156,000 0 248,156,000 223,543,522 0 24,612,478

236,028,000 0 236,028,000 220,174,210 0 15,853,790
うち仮払消費税等
　　5,954,659円

1,212,000 0 1,212,000 1,186,660 0 25,340

60,582,000 0 60,582,000 58,411,627 0 2,170,373

44,700,000 0 44,700,000 31,193,043 0 13,506,957

129,534,000 0 129,534,000 129,382,880 0 151,120

5,668,000 0 5,668,000 3,369,312 0 2,298,688
うち仮払消費税等
　　　　　209円　　　

2,640,000 0 2,640,000 536,700 0 2,103,300

150,000 0 150,000 2,308 0 147,692

5,960,000 0 5,960,000 0 0 5,960,000 うち仮払消費税等　0円　　　

5,960,000 0 5,960,000 0 0 5,960,000

500,000 0 500,000 0 0 500,000 うち仮払消費税等　0円　　　

500,000 0 500,000 0 0 500,000

決 算 額 不 用 額 備 考

2,878,000 0 2,878,000 2,830,304 0 47,696
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（２） 資本的収入及び支出

収　　　　入

3,500,000 0 3,500,000 0 0

第１項 500,000 0 500,000 0 0

企 業 債 500,000 0 500,000 0 0

第２項 3,000,000 0 3,000,000 0 0

国 庫 補 助 金 3,000,000 0 3,000,000 0 0

支　　　　出

第１款 70,896,000 0 0 70,896,000 0

第１項 6,650,000 0 0 6,650,000 0

第１目 下 水 道 施 設 整 備 事 業 6,650,000 0 0 6,650,000 0

第２項 64,246,000 0 0 64,246,000 0

第１目　企 業 債 償 還 金 64,246,000 0 0 64,246,000 0

　　　資本的収入が資本的支出に不足する額63,895,975円は、過年度損益勘定留保資金17,244,422円、

予 算 額

第１款 資 本 的 収 入

企 業 債

第１目

国 庫 補 助 金

第１目

予 算 額

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

　　  当年度損益勘定留保資金46,651,553円で補てんした。

区 分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額に係
る 財 源 充 当 額

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

区 分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 流 用 増 減 額 小 計

地 方 公 営
企 業 法 第
２ ６ 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額
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　　　　　（単位　円・税込）

3,500,000 0 △ 3,500,000

500,000 0 △ 500,000

500,000 0 △ 500,000

3,000,000 0 △ 3,000,000

3,000,000 0 △ 3,000,000

  （単位 円・税込）

0 70,896,000 63,895,975 0 0 0 7,000,025

0 6,650,000 0 0 0 0 6,650,000  うち仮払消費税等　0円

0 6,650,000 0 0 0 0 6,650,000

0 64,246,000 63,895,975 0 0 0 350,025

0 64,246,000 63,895,975 0 0 0 350,025

翌 年 度 繰 越 額

決 算 額
予 算 額 に 比
べ 決 算 額 の
増 額

備 考
合 計

決 算 額 不 用 額 備 考継 続 費
逓 次
繰 越 額

合 計

地 方 公 営
企 業 法 第
２ ６ 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

合 計
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35,777,221

892,565 36,669,786

1,080,400

53,104,802

30,651,469

129,382,880 214,219,551

177,549,765

111,935,542

65,604,672

1,464,940 179,005,154

令和７年度夕張市公共下水道事業損益計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)

(単位：円)

１　営　業　収　益

(1) 下 水 道 使 用 料

(2) その他営業収益

２　営　業　費　用

(1) 管 渠 費

(2) 処 理 場 費

(3) 総 係 費

(4) 減 価 償 却 費

営 業 損 失

３　営　業　外　収　益

(1) 他 会 計 補 助 金

(2) 長期前受金戻入

(3) 雑 収 益

－7－



2,830,304

2,915,949 5,746,253 173,258,901

4,290,864

4,290,864

31,686,220

35,977,084

４　営　業　外　費　用

(1) 支 払 利 息

(2) 雑 支 出

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

－8－



　資　本　剰　余　金

補助金
資本剰余金
合　　　計

建設改良
積立金

34,759,290 34,759,290

34,759,290 34,759,290 0

0 0 0

0

34,759,290 34,759,290 0

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものであること。

（注）この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものであること。

令和7年度夕張市公共下水道事業剰余金計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)

剰　　　　　　　　　　　　余　　　　　　　　　　　　金

前年度末残高 1,261,256,409

1,261,256,409

当年度変動額 0

当年度純損失

1,261,256,409

令和7年度夕張市公共下水道事業欠損金処理計算書

（単位：円）

当年度末残高 1,261,256,409 34,759,290 △ 35,977,084

議会の議決による処分額 0 0 0

（繰越欠損金）

1,261,256,409 34,759,290 △ 35,977,084

資　　本　　金

処分後残高

当年度末残高

資　本　金 資本剰余金 未処理欠損金

処分後残高

－9－



減債
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合　　　計

△ 31,686,220 △ 31,686,220 1,264,329,479

0 △ 31,686,220 △ 31,686,220 1,264,329,479

0 △ 4,290,864 △ 4,290,864 △ 4,290,864

△ 4,290,864 △ 4,290,864 △ 4,290,864

（当年度未処分利益剰余金）

0 △ 35,977,084 △ 35,977,084 1,260,038,615

（単位：円）

剰　　　　　　　　　　　　余　　　　　　　　　　　　金

利　　益　　剰　　余　　金 資本合計
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（単位：円）

イ 69,518,580

ロ 407,997,010

△ 35,250,942 372,746,068

ハ 2,457,604,507

△ 197,671,640 2,259,932,867

ニ 213,445,224

△ 24,871,147 188,574,077

2,890,771,592

2,890,771,592

15,415,412

16,639,243

△ 276,295 16,362,948

31,778,360

2,922,549,952

令和７年度夕張市公共下水道事業貸借対照表

(令和8年3月31日)

資　　　産　　　の　　　部

１　固　定　資　産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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160,236,099

160,236,099

45,128,884

11,114,224

2,113,000

2,415,345

60,771,453

1,572,983,361

△ 131,479,576

1,441,503,785

1,662,511,337

1,261,256,409

イ 34,759,290

34,759,290

イ 35,977,084

35,977,084

△ 1,217,794

1,260,038,615

2,922,549,952

負　　　債　　　の　　　部

３　固　定　負　債

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

(4) そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５　繰　延　収　益

(1) 長 期 前 受 金

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

(1) 資 本 剰 余 金

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

－12－



注記

　　夕張市公共下水道事業による運営は、単一の下水道事業のみのためセグメントを区分する
　ことはしないものとする。

　　崩した。

　　を取り崩した。

　Ⅰ　重要な会計方針
　 当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　固定資産の償却方法

（１）有形固定資産
　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。
　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　15～50年　　

　　　　　機械及び装置　　15年　　　

　　　　　構築物　　　　　15年　　　

　　　　　器具及び備品　　15～20年　　

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　　職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することとなっているため、退職給付
　　引当金は計上していない。

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末に
　　おける支給見込み額に基づき当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を
　　計上している。

（３）貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上
　　している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理

　  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ　　キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引
　　無し。

　Ⅲ　　貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に
　償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は205,364,983円である。

　Ⅳ　　セグメントの情報の開示

　Ⅴ　　その他

１　引当金の取り崩し

（１）賞与引当金・法定福利費引当金

　　　当年度において、職員の期末・勤勉手当を支給及び期末手当等に係る法定福利費を
　　支給することとなったため、賞与引当金657,000円、法定福利費引当金152,000円を取り

（２）貸倒引当金

　　　当年度において、債権の不納欠損を計上することとなったため、貸倒引当金12,705円

－13－



令和７年度夕張市公共下水道事業の業務及び工事の概要は、次のとおりである。

イ

ロ

ハ 建設改良工事

(2)　経営指標に関する事項

令和７年度夕張市公共下水道事業報告書

 １　概　　　況

 (1)　総 括 事 項

業務実績

年度末における処理戸数は858戸、処理人口1,494人で、行政区域内人口

5,707 人に対する普及率は 26.2 ％となり、前年度に比し給水戸数で 73 戸、

処理人口で143人の減少となった。

経営状況

　当年度の収益的収支については、収入215,674,940円、支出219,965,804円となった。

（消費税抜き）当期純損失は4,290,864円となった。

　当年度の資本的収支については、収入0円、支出63,895,975円となった。

　令和７年度において建設改良事業は実施していない。

経営の健全性を示す経常収支比率は98.0％で、基準となる100％を下回っている。

原価の回収状況を示す経費回収率は41.1％で、基準となる100％を下回っている。

資産の老朽化状況を示す有形固定資産減価償却率は8.2％となっている。

－14－



 (3) 議会議決事項

議　案　番　号 件　　　　　　　　名 議 決 年 月 日

 (4) 行政官庁認可事項

申請年月日 申　請　先 件　　　　　　　　名 認 可 年 月 日

 (5) 職員に関する事項

 　イ　職員配置状況（令和７年４月１日）（単位：人）

議 案 第 ７ 号 令 和 ７ 年 度 夕 張 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算 令 和 ７ 年 ３ 月 21 日

議 案 第 ６ 号 令和６年度夕張市公共下水道事業会計決算の認定について 令 和 ７ 年 ９ 月 18 日

令和７年12月15日 総 務 大 臣 起 債 許 可 （ 下 水 道 事 業 債 ） 令 和 ８ 年 ３ 月 11 日

令和８年３月19日 北 海 道 知 事 公共下水道事業計画（変更）認可 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日

年度　＼　区分 事務吏員 技術吏員 計

令和７年度 1 1 2

令和６年度 1 2 3

比較増減 0 △ 1 △ 1

－15－



営 業 収 益
円 ％

営 業 外 収 益

合 計

営 業 費 用
円 ％

営 業 外 費 用

特 別 損 失

合 計

３　業　　　務

 (1)　業　務　量

年 度 末 処 理 人 口 1,494 人 1,637 人

年 度 末 処 理 戸 数 858 戸 931 戸

年 間 処 理 量 227,297 ㎥ 230,124 ㎥

１ 日 平 均 処 理 水 量 621 ㎥ 630 ㎥

年 間 有 収 水 量 140,772 ㎥ 153,515 ㎥

１ 日 平 均 有 収 水 量 385 ㎥ 420 ㎥

 (2)　事業収入に関する事項（消費税及び地方消費税抜き）

事 　　　　　　　　 　　　項 令和７年度

項 目 金　　　　　額 構成率

36,669,786 17.0

下 水 道 使 用 料 35,777,221 16.6

そ の 他 営 業 収 益 892,565 0.4

179,005,154 83.0 

他 会 計 補 助 金 111,935,542 51.9

長 期 前 受 金 戻 入 65,604,672 30.4

雑 収 益 1,464,940 0.7

215,674,940 100.0 

 (3)　事業費用に関する事項（消費税及び地方消費税抜き）

事 　　　　　　　　 　　　項 令和７年度

項 目 金　　　　　額 構成率

214,219,551 97.4

管 渠 費 1,080,400 0.5

処 理 場 費 53,104,802 24.1

総 係 費 30,651,469 13.9

資 産 減 耗 費 0 0.0

減 価 償 却 費 129,382,880 58.8

5,746,253 2.6

支 払 利 息 2,830,304 1.3

そ の 他 雑 支 出 2,915,949 1.3

0 0.0

そ の 他 特 別 損 失 0 0.0

219,965,804 100.0

事　　　　　　　　項 令和７年度 令和６年度
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△ 143 ％

△ 73

△ 2,827

△ 9

△ 12,743

△ 35

備　　　考

円 ％ 円
△ 22.2

％

△ 22.2

0.0

122.2

113.7

△ 1.9

10.5

100.0 

円 ％ 円
57.8

％

5.6

18.8

26.7

13.9

△ 7.3

13.7

8.0

5.7

28.5

28.5

100.0 

比　　　　　　　　　　　較

増　　　　　減 比　　　　率

人 91.3

戸 92.2

㎥ 98.8

㎥ 98.6

㎥ 91.7

㎥ 91.7

令和６年度 比　　　　　　　　較

金　　　　　額 構成率 増　　　　　減 比　率

39,781,661 19.7 △ 3,111,875

38,889,096 19.3 △ 3,111,875

892,565 0.4 0

161,883,138 80.3 17,122,016

96,008,234 47.6 15,927,308

65,874,904 32.7 △ 270,232

0 0.0 1,464,940

201,664,799 100.0 14,010,141

令和６年度 比　　　　　　　　較

金　　　　　額 構成率 増　　　　　減 比　率

221,955,149 95.1 △ 7,735,598

1,835,500 0.8 △ 755,100

55,616,712 23.8 △ 2,511,910

34,228,885 14.7 △ 3,577,416

1,863,203 0.8 △ 1,863,203

128,410,849 55.0 972,031

7,578,787 3.2 △ 1,832,534

3,897,274 1.7 △ 1,066,970

3,681,513 1.6 △ 765,564

3,817,083 1.6 △ 3,817,083

3,817,083 1.6 △ 3,817,083

233,351,019 100.0 △ 13,385,215

備　　　　　　　　　　考

備　　　考
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円

円

円

イ　企　業　債

円 円

ロ　一時借入金

円 円

補助金等の使途については以下のとおりとした。

その他営業収益892,565円は、雨水処理経費（特定収入以外）に充当した。

営業外収益の他会計補助金111,935,542円のうち79,855,480円は減価償却費及び企業債利息

（特定収入以外）に、32,080,062円は委託料等（特定収入）に充当した。

４　会　　　計

 (1)　重要契約の要旨

契 約 年 月 日 契　約　金　額 契 約 の 内 容

令 和 7 年 6 月 30 日 423,500 人孔廻り舗装修繕工事

令 和 7 年 11 月 25 日 700,700 平和浄化センター№2空気圧縮機修繕工事

令 和 8 年 2 月 18 日 572,000 平和浄化センターオートクレーブ購入

 (2)　企業債及び一時借入金の概況

前　年　度　末　残　高 本　年　度　借　入　高 本　年　度　償　還　高

265,960,958
円

3,300,000 63,895,975

前　年　度　末　残　高 本　年　度　借　入　高 本　年　度　償　還　高

0
円

100,000,000 100,000,000

 (3)　その他会計経理に関する重要事項
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円

円

契 約 の 相 手 方 備　　　　　　　　　　　　　　　考

東光舗装株式会社

株式会社　データベース

株式会社　データベース

本　年　度　末　残　高 備　　　　　　　　　　　　　　　考

205,364,983

本　年　度　末　残　高 備　　　　　　　　　　　　　　　考

0
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△ 4,290,864

129,382,880

176,295

557,000

95,000

△ 65,604,672

2,830,304

1,187,979

△ 26,216,437

△ 308,302

37,809,183

△ 2,830,304

34,978,879

3,300,000

△ 63,895,975

△ 60,595,975

△ 25,617,096

41,032,508

15,415,412

令和７年度夕張市公共下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)

（単位：円）

　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小計

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高
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１ 下水道事業収益 215,674,940

１ 営 業 収 益 36,669,786

１ 下 水 道 使 用 料 35,777,221

下 水 道 使 用 料 35,777,221

２ その他営業収益 892,565

そ の 他 営 業 収 益 892,565

２ 営 業 外 収 益 179,005,154

１ 他 会 計 補 助 金 111,935,542

他 会 計 補 助 金 111,935,542

２ 長期前受金戻入 65,604,672

長 期 前 受 金 戻 入 65,604,672

３ 雑 収 益 1,464,940

そ の 他 雑 収 益 1,464,940

１ 下水道事業費用 219,965,804

１ 営 業 費 用 214,219,551

１ 管 渠 費 1,080,400

備 消 品 費 520,600 マンホールポンプ関連備品

賃 借 料 17,800

修 繕 料 542,000

２ 処 理 場 費 53,104,802

備 消 品 費 606,000 処理場内備品購入

委 託 料 51,450,000 処理場運転維持管理委託

手 数 料 7,000 蜂巣駆除

修 繕 料 1,005,250

保 険 料 36,552

　 ３ 総 係 費 30,651,469

給 料 9,149,400

手 当 3,844,954 時間外手当 227,724

扶養手当 276,000

通勤手当 43,644

管理職手当 481,500

夏季手当 608,060

年末手当 1,920,026

寒冷地手当 228,000

児童手当 60,000

（手当予算額　7,038千円）

法 定 福 利 費 2,697,823 都市共済組合負担金 2,671,759

公務災害補償金 26,064

（法定福利費予算額　5,259千円）

備 消 品 費 13,220 事務用品等

委 託 料 3,000,000 公営企業会計アドバイザリー業務

賃 借 料 2,358,972 システム賃借料

保 険 料 17,520 下水道賠償責任保険

負 担 金 7,267,580 下水道使用料収納業務負担金 7,190,000

下水道協会負担金 77,580

賞与引当金繰入額 1,771,000 （予算額　2,154千円）

法定福利引当金繰入額 342,000 （予算額　438千円）

貸倒引当金繰入額 189,000

４ 減 価 償 却 費 129,382,880

建 物 減 価 償 却 費 17,625,471

構築物減価償却費 98,835,820

機械及び機械装置
減 価 償 却 費

12,921,589

２ 営 業 外 費 用 5,746,253

１ 支 払 利 息 2,830,304

支 払 利 息 2,830,304

２ 雑 支 出 2,915,949

そ の 他 雑 支 出 2,915,949

３ 特 別 損 失 0

１ 特 別 損 失 0

そ の 他 特 別 損 失 0

令和７年度夕張市公共下水道事業会計収益費用明細書

収　　　　　　　　　　　　　　　　益 
(単位：円)　

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

雨水処理負担金

消費税還付金等

費　　　　　　　　　　　　　　　　用 
(単位：円)　

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

土地借料

マンホールポンプ関連修繕等

処理場機器修繕等

処理場火災保険料

一般職給　３人
（予算額　15,715千円）

特定収入分他
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令和７年度夕張市公共下水道事業会計資本的収支明細書

１ 資 本 的 収 入 0

１ 企 業 債 0

１ 企 業 債 0

企 業 債 0

２ 国 庫 補 助 金 0

１ 国 庫 補 助 金 0

国 庫 補 助 金 0

１ 資 本 的 支 出 63,895,975

１ 建 設 改 良 費 0

１ 下水道施設整備事業 0

工 事 請 負 費 0

２ 企 業 債 償 還 金 63,895,975

　 １ 企 業 債 償 還 金 63,895,975

企 業 債 償 還 金 63,895,975

収　　　　　　　　　　　　　　　　入 
(単位：円)　

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

支　　　　　　　　　　　　　　　　　出 
(単位：円)　

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　考
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(1)　有形固定資産明細書

固 　定 　資 　産 　明 　細 　書

土 地 69,518,580 0 0

建 物 407,997,010 0 0

構 築 物 2,457,604,507 0 0

機 械 及 び 装 置 213,445,224 0 0

合 計 3,148,565,321 0 0

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額
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69,518,580 0

407,997,010 0

2,457,604,507 0

213,445,224 0

3,148,565,321 0

(単位：円)

減　価　償　却　累　計　額

当年度増加額 当年度減少額 累　　　　計

0 0 69,518,580

17,625,471 35,250,942 372,746,068

98,835,820 197,671,640 2,259,932,867

12,921,589 24,871,147 188,574,077

129,382,880 257,793,729 2,890,771,592

年度末現在高 年度末償却未済高 備　　考
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円

財 政 融 資 資 金 平成10年5月25日 160,300,000 7,743,874

財 政 融 資 資 金 平成17年4月22日 5,800,000 243,755

財 政 融 資 資 金 平成18年4月21日 3,700,000 152,713

財 政 融 資 資 金 平成26年3月25日 4,700,000 532,715

財 政 融 資 資 金 平成27年3月25日 4,800,000 538,135

財 政 融 資 資 金 平成28年3月25日 4,700,000 523,265

財 政 融 資 資 金 平成29年5月26日 1,300,000 144,459

財 政 融 資 資 金 平成30年5月28日 3,900,000 433,333

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成10年5月28日 79,200,000 4,291,752

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 4,300,000 231,850

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成11年4月30日 60,000,000 3,155,539

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 2,300,000 120,962

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成12年3月30日 32,300,000 1,665,260

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成13年3月29日 14,300,000 707,438

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成14年3月28日 7,700,000 386,114

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成16年3月30日 1,800,000 85,348

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 1,100,000 52,157

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成17年3月30日 2,800,000 131,087

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 1,500,000 70,225

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成18年3月30日 2,200,000 100,657

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 800,000 36,602

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成28年3月24日 4,700,000 673,444

企 　　業 　　債 　　明 　　細 　　書
　 　　償　   還

当年度償還高

円

　 　　償　   還

当年度償還高

円 円

種　　　　　　　　　類 発行年月日 発 行 総 額

財 政 融 資 資 金 小 計 ― 189,200,000 10,312,249

種　　　　　　　　　類 発行年月日 発 行 総 額
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144,342,167 15,957,833 2.00 令和10年3月25日

3,373,485 2,426,515 〃 令和17年3月25日

1,974,186 1,725,814 2.20 令和18年3月25日

4,700,000 0 0.50 令和8年3月1日

4,260,249 539,751 0.30 令和9年3月1日

3,651,898 1,048,102 0.10 令和10年3月1日

866,535 433,465 0.01 令和11年3月25日

2,165,800 1,734,200 0.02 令和12年3月25日

79,200,000 0 2.10 令和8年3月20日

4,300,000 0 2.05 〃

56,781,035 3,218,965 2.00 令和9年3月20日

2,176,606 123,394 〃 〃

28,868,391 3,431,609 〃 令和10年3月20日

12,104,394 2,195,606 1.70 令和11年3月20日

6,068,223 1,631,777 2.20 令和12年3月20日

1,252,582 547,418 1.90 令和14年3月20日

765,467 334,533 〃 〃

1,801,549 998,451 2.10 令和15年3月20日

965,116 534,884 〃 〃

1,318,382 881,618 2.00 令和16年3月20日

479,411 320,589 〃 〃

4,700,000 0 0.10 令和8年3月20日

企 　　業 　　債 　　明 　　細 　　書
　　　高

償還高累計額

円 円 ％

　　　高

償還高累計額

円 円 ％

未償還残高 利　　率 償 還 終 期 備　　　考

165,334,320 23,865,680 ― ― ―

未償還残高 利　　率 償 還 終 期 備　　　考

－26－



地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成29年3月23日 4,500,000 642,986

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 平成30年5月24日 3,900,000 433,333

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 16,800,000 1,400,209

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 令和元年5月27日 4,100,000 455,465

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 16,000,000 1,333,466

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 4,000,000 444,356

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 令和2年5月28日 16,000,000 1,333,200

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 2,600,000 288,716

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 2,500,000 277,611

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 令和3年5月27日 16,000,000 1,332,332

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 令和4年5月26日 16,000,000 1,323,308

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 1,600,000 175,653

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 1,600,000 175,653

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 令和5年5月25日 16,000,000 1,314,690

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 3,400,000 0

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 3,400,000 0

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 令和6年3月21日 9,100,000 738,004

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 4,800,000 0

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 4,800,000 0

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 令和7年3月27日 5,500,000 0

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 5,500,000 0

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 〃 15,100,000 1,170,604

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 小 計 ― 388,200,000 24,548,021
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3,856,950 643,050 0.01 令和9年3月20日

2,165,800 1,734,200 0.02 令和12年3月20日

11,197,759 5,602,241 0.01 〃 （資本費平準化債）

1,821,312 2,278,688 0.02 令和13年3月20日

9,328,666 6,671,334 〃 〃 （資本費平準化債）

1,776,889 2,223,111 〃 〃

7,995,200 8,004,800 0.03 令和14年3月20日 （資本費平準化債）

865,887 1,734,113 〃 〃

832,584 1,667,416 〃 〃

6,655,003 9,344,997 0.05 令和15年3月20日 （資本費平準化債）

5,269,512 10,730,488 0.30 令和16年3月20日 （資本費平準化債）

175,653 1,424,347 〃 〃

175,653 1,424,347 〃 〃

3,928,362 12,071,638 0.40 令和17年3月20日 （資本費平準化債）

0 3,400,000 〃 〃

0 3,400,000 〃 〃

1,471,600 7,628,400 0.60 令和18年3月20日 （資本費平準化債）

0 4,800,000 0.70 〃

0 4,800,000 〃 〃

0 5,500,000 1.4 令和19年3月20日

0 5,500,000 〃 〃

1,170,604 13,929,396 1.3 〃 （資本費平準化債）

259,468,590 128,731,410 ― ― ―
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簡 易 保 険 局 平成7年5月30日 154,400,000 8,987,746

簡 易 保 険 局 平成8年5月20日 89,700,000 4,685,449

簡 易 保 険 局 平成11年4月30日 119,000,000 5,635,455

簡 易 保 険 局 平成15年4月21日 5,400,000 227,466

簡 易 保 険 局 平成16年4月20日 3,200,000 137,589

簡 易 保 険 局 小 計 ― 371,700,000 19,673,705

株 式 会 社 北 洋 銀 行 平成18年5月29日 96,700,000 5,692,000

株 式 会 社 北 洋 銀 行 令和3年5月27日 8,800,000 880,000

株 式 会 社 北 洋 銀 行 令和4年5月26日 12,300,000 1,230,000

株 式 会 社 北 洋 銀 行 令和5年5月25日 4,000,000 400,000

株 式 会 社 北 洋 銀 行 令和6年3月21日 6,700,000 670,000

株 式 会 社 北 洋 銀 行 〃 1,600,000 160,000

株 式 会 社 北 洋 銀 行 令和7年3月27日 3,300,000 330,000

株 式 会 社 北 洋 銀 行 令和8年3月26日 3,300,000 0

株 式 会 社 北 洋 銀 行 小 計 ― 136,700,000 9,362,000

　 　　償　   還

当年度償還高

円 円

　 　　償　   還

当年度償還高

円 円

種　　　　　　　　　類 発行年月日 発 行 総 額

種　　　　　　　　　類 発行年月日 発 行 総 額

合　　　　　　　　　　計 ― 1,085,800,000 63,895,975
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154,400,000 0 3.40 令和8年3月31日

84,891,938 4,808,062 2.60 令和9年3月31日

101,404,848 17,595,152 2.00 令和11年3月31日

3,735,914 1,664,086 1.10 令和15年3月31日

1,989,407 1,210,593 2.10 令和16年3月31日

346,422,107 25,277,893 ― ― ―

96,700,000 0 0.72 令和8年3月31日 （資本費平準化債）

4,400,000 4,400,000 0.65 令和13年3月31日

4,920,000 7,380,000 0.75 令和14年3月31日

1,200,000 2,800,000 1.05 令和15年3月31日

1,340,000 5,360,000 1.40 令和16年3月31日

320,000 1,280,000 〃 〃

330,000 2,970,000 1.86 令和17年3月31日

0 3,300,000 2.56 令和18年3月31日

109,210,000 27,490,000 ― ― ―

　　　高

償還高累計額

円 円 ％

　　　高

償還高累計額

円 円 ％

未償還残高 利　　率 償 還 終 期 備　　　考

未償還残高 利　　率 償 還 終 期 備　　　考

880,435,017 205,364,983 ― ― ―
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上下水道課

夕張市公共下水道事業会計の決算報告書

令和７年度

（概要）



1　収益的収入及び支出 2　資本的収入及び支出
（単位：千円） （単位：千円）

当 初 予 算 額 最 終 予 算 額 決 算 額 増　減　額 当 初 予 算 額 最 終 予 算 額 決 算 額 増　減　額

(A) (B) (C) (C)-(B) (A) (B) (C) (C)-(B)

241,550 241,550 219,253 △ 22,297 3,500 3,500 0 △ 3,500
38,947 38,947 40,248 1,301 500 500 0 △ 500

給 水 収 益 38,054 38,054 39,355 1,301 建 設 改 良 債 500 500 0 △ 500
そ の 他 営 業 収 益 893 893 893 0 0 0 0 0

202,603 202,603 179,005 △ 23,598 他 会 計 補 助 金 0 0 0 0
他 会 計 補 助 金 136,922 136,922 111,935 △ 24,987 3,000 3,000 0 △ 3,000
長 期 前 受 金 戻 入 65,681 65,681 65,605 △ 76 国 庫 補 助 金 3,000 3,000 0 △ 3,000
雑 収 益 0 0 1,465 1,465 0 0 0 0

負 担 金 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 特 別 利 益 0 0 0 0 出 資 金 0 0 0 0
248,156 248,156 223,544 △ 24,612 70,896 70,896 63,896 △ 7,000
236,028 236,028 220,175 △ 15,853 6,650 6,650 0 △ 6,650

管 渠 費 1,212 1,212 1,187 △ 25 工 事 請 負 費 650 650 0 △ 650
処 理 場 費 60,582 60,582 58,412 △ 2,170 委 託 料 6,000 6,000 0 △ 6,000
総 係 費 44,700 44,700 31,193 △ 13,507
資 産 減 耗 費 0 0 0 0
減 価 償 却 費 129,534 129,534 129,383 △ 151 64,246 64,246 63,896 △ 350

5,668 5,668 3,369 △ 2,299 企 業 債 償 還 金 64,246 64,246 63,896 △ 350
支 払 利 息 2,878 2,878 2,830 △ 48 0 0 0 0
消 費 税 2,640 2,640 537 △ 2,103 他会計長期借入金返還金 0 0 0 0
雑 支 出 150 150 2 △ 148
繰 延 勘 定 償 却 費 0 0 0 0 収 入 支 出 差 引 備 考

5,960 5,960 0 △ 5,960 0 63,896 △ 63,896
減 損 損 失 0 0 0 0
災 害 に よ る 損 失 0 0 0 0
過 年 度 損 益 修 正 損 0 0 0 0
そ の 他 特 別 損 失 5,960 5,960 0 △ 5,960 3　総体収支計 （単位：千円）

500 500 0 △ 500 収 入 支 出 差 引 備 考

予 備 費 500 500 0 △ 500 219,253 223,544 △ 4,291
0 63,896 △ 63,896

219,253 287,440 △ 68,187
収 入 支 出 差 引 備 考 4　当年度累積資金過不足額 （単位：千円）

219,253 223,544 △ 4,291 　　　　項　　　　　　　　　　　　　目　 決 算 額 備 考

△ 68,187
67,078

△ 1,109
17,245

（損益勘定留保） 16,136

収
　
　
　
入

　営業費用総係費に充てるため、企業債3,300千円を借り入れる。

支
　
　
　
出

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

資本的収入が資本的支出に不足する額、63,896千円は、過年度損益勘定留保資金17,245千円、当年度損益勘定留保資
金46,651千円で補てんした。

企 業 債 償 還 金

営 業 収 益

建 設 改 良 費

営 業 外 収 益 収
　
　
入

特 別 利 益

資 本 的 支 出

予 備 費

支
　
　
　
　
　
出

資 金 残 高

資 本 的 収 支 計

単 年 度 資 金 過 不 足 額

収 益 的 収 支 計

（オ）

（エ）

（ウ）

資 本 的 収 支 計

総 収 支 計 差 引 額

総 収 支 計

当 年 度 損 益 勘 定 留 保 資 金

過 年 度 損 益 勘 定 留 保 資 金

収 益 的 収 支 計

（ア）

（イ）

下 水 道 事 業 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 算 科 目

出 資 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

令和７年度　公 共 下 水 道 事 業 会 計 決 算 額 調　（税込）

予 算 科 目

下 水 道 事 業 収 益 資 本 的 収 入

負 担 金

企 業 債

－1－



―２―

  下 水 道 事 業 会 計 年 度 別 収 支 比 較 表　（税込）
(単位 :円)

         区  分 比　　　　較

  項  目

43,670,565 40,247,504 △ 3,423,061

収 收 下 水 道 使 用 料 42,778,000 39,354,939 △ 3,423,061

そ の 他 営 業 収 益 892,565 892,565 0

161,883,138 179,005,154 17,122,016

益 他 会 計 補 助 金 96,008,234 111,935,542 15,927,308

長 期 前 受 金 戻 入 65,874,904 65,604,672 △ 270,232

入 0 0 0

     計 205,553,703 219,252,658 0 0 0 0 13,698,955

的 228,238,896 220,174,210 △ 8,064,686

支 うち 減 価 償 却 費 128,410,849 129,382,880 972,031

4,380,074 3,369,312 △ 1,010,762

収 支 払 利 息 3,897,274 2,830,304 △ 1,066,970

一 時 借 入 金 利 息 0 0 0

出 0 0 0 0 0 0 0

支 3,817,083 0 △ 3,817,083

236,436,053 223,543,522 0 0 0 0 △ 12,892,531

△ 30,882,350 △ 4,290,864 0 0 0 0 26,591,486

資 69,889,745 0 △ 69,889,745

本 105,610,790 63,895,975 △ 41,714,815

的 22,045,100 0 △ 22,045,100

収 83,565,690 63,895,975 △ 19,669,715

支 △ 35,721,045 △ 63,895,975 0 0 0 0 △ 28,174,930

△ 30,882,350 △ 4,290,864 26,591,486

総 △ 35,721,045 △ 63,895,975 △ 28,174,930

支 67,699,148 67,078,208 △ 620,940

計 1,095,753 △ 1,108,631 0 0 0 0 △ 2,204,384

16,148,669 17,244,422 16,135,791 16,135,791 16,135,791 16,135,791 1,095,753

16,135,791累 積 資 金

当年度損益勘定留保資金

実　　　　　　　　　　　績

営 業 収 益

特 別 損 失

営 業 費 用

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 外 費 用

予 備 費

令和７年度
（決算）

内
訳

支 出

差 引

 計

令和６年度
（決算）

収 入

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

R7決算－R6決算

内
訳

う
ち

う
ち

16,135,791 △ 1,108,631

（再掲）　資本的収支

差 引

（再掲）　収益的収支

前 年 度 資 金 過 不 足 額

16,135,79116,135,79117,244,422 16,135,791



比 較

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 （対前年度）

項目 A B - A-B

（１） 人 5,678 6,032 6,334 △354

（２） 人 1,494 1,637 1,743 △143

（３） ％ 26.31% 27.14% 27.52% △0.83%

（４） 戸 858 931 993 △73

総　　量 ㎥ 227,297 230,124 253,525 △2,827

一日平均 ㎥ 621 630 695 △9

総　　量 ㎥ 140,772 153,515 172,573 △12,743

一日平均 ㎥ 385 420 472 △35

（７） ％ 61.93% 66.71% 68.07% △4.78%

（８） ㎥ 86,525 76,609 80,952 9,916

（９） 円 1,097 1,066 - 31

（10） 円 254 253 233 1

（11） ％ 38.33% 38.81% 42.76% △0.48%

（６）

１日平均処理水量/処理能力

下水道使用料/有収水量

（経常費用-長期前受金戻入額）/有収水量

処 理 水 量（５）

施 設 利 用 率

不 明 水 量

１ ㎥当 たり の 原 価（ 税抜 き）

　　１㎥当たりの使用料収益（税抜き）

有 収 水 量

有 収 率 （ ６ ） / （ ５ ） × 100

業　務　実　績　表

行 政 区 域 内 人 口

処 理 区 域 内 人 口

普 及 率 （ 2 ） / （ １ ） × 100

水 洗 化 戸 数

備 考

区分
単

位

実 績

―３―



－４－

(単位 :円)

             　年　　度 R７年度 R７年度（A） R６年度（B) （A）－（B）

3月末 ５月末+6月 5月末＋6月 R７年度－6年度

13,738,043 4,674,573 91.3% 5,084,768 90.8% △ 410,195 0.5%

13,738,043 4,674,573 91.3% 5,084,768 90.8% △ 410,195 0.5%

9,472,773 470,240 98.8% 510,330 98.8% △ 40,090 0.0%

一 般 9,472,773 470,240 510,330

浴 場 0 0 0

4,265,270 4,204,333 71.3% 4,574,438 69.6% △ 370,105 1.7%

一 般 4,175,020 4,114,083 4,484,188

浴 場 90,250 90,250 90,250

令　和　７　年　度　未　収　金　調（決算審査特別委員会）

科　　目
収納率 収納率

下水道使用料（過年度）

下水道使用料（現年度）

備 考収納率

営 業 収 益

下 水 道 事 業 収 益



件数 金額 件数 金額

1 納付意識が希薄で約束不履行 2 33 1 納付意識が希薄で約束不履行 3 57

2 納付資力がない 16 4,127 2 納付資力がない 17 3,839

Ａ 資力回復の見込みが低い 0 0 Ａ 資力回復の見込みが低い 1 4

Ｂ 納付約束を一部履行中だが、完納は困難 1 260 Ｂ 納付約束を一部履行中だが、完納は困難 0 0

Ｃ 完納に向け、納付約束を履行中 10 945 Ｃ 完納に向け、納付約束を履行中 10 745

Ｄ 納付猶予中 0 0 Ｄ 納付猶予中 0 0

Ｅ 破産等の手続き中 5 2,922 Ｅ 破産等の手続き中 6 3,090

- - - -

3 接触不能 20 472 3 接触不能 19 470

Ａ 転出等による居所不明 15 341 Ａ 転出等による居所不明 12 290

Ｂ 死亡等により収納不納 5 131 Ｂ 死亡等により収納不納 7 180

4 その他　　（一時的な未納・完納見込等） 773 3,054 4 その他　　（一時的な未納・完納見込等） 717 3,006

Ａ 一時的な未納・完納見込み等 35 452 Ａ 一時的な未納・完納見込み等 25 309

Ｂ 口座振替等（３月分）による一時的未納 738 2,602 Ｂ 口座振替等（３月分）による一時的未納 692 2,697

※ 【４その他（Ｂ）を除いた未納額の合計】 73 5,084 ※ 【４その他（Ｂ）を除いた未納額の合計】 64 4,675

令和７年度　下水道使用料滞納状況一覧表令和６年度　下水道使用料滞納状況一覧表
（単位；件、千円）（単位；件、千円）

区 分 滞 納 の 原 因
下水道使用料

区 分 滞 納 の 原 因
下水道使用料
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令和７年度

夕張市公共下水道事業会計決算審査報告書

夕張市監査委員



　

　（１）本審査は、夕張市監査基準第４条第１項第１１号の規定に準拠し実施した。

　（2）監査等の種類 地方公営企業法第30条第2項に基づく決算審査

　（3）監査等の対象 令和７年度　公共下水道事業会計決算とする。

  （4）監査等の着眼点

　（5）監査等の主な実施内容

　　　　夕張市監査事務局

　（7）監査等の結果

　　夕張市公共下水道事業会計決算審査報告書　目次

１．業務の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2

２．予算の執行状況（１）収益的収支・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3

　　予算の執行状況（２）資本的収支（３）総収支・資金過不足状況・・   4

３．経営成績（損益計算書）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5

４．増減の主なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   6

５．資産の構成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

６．ま と め・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  8

       令和７年度決算の審査意見について

         審査に付された決算、その他の書類が関係法令に準拠されているか。
       また、これらの係数は正確か、また予算の執行状況は適正であるかを着眼点と
　　　した。

　　　　　決算書と関係諸帳簿、その他の証書類との照合を行い、決算値の推移や増減
　　　　理由、事業の必要性や効率性など決算内容を分析し関係職員から説明を聴取
　　　　するなどの方法で審査を行った。

　（6）監査等の実施場所及び日程

　　　　令和８年５月17日から令和８年7月31日まで

　　　※　各項目の金額は、予算の執行状況に係るものは消費税込みの金額、経営成績

           及び財政状態に係るものは消費税抜きの金額である。

　地方公営企業法第３０条第2項の規定により審査に付された、令和７年度夕張市公共下水道事

業会計の決算について審査したので、その結果について次のとおり意見を付して提出する。

　　　　審査した結果、決算その他の関係書類は、関係法令に適合し、かつ適正に作成
　　　されており、その係数は誤りがないものと認められた。
　　　　なお、審査の詳細及び意見は以下のとおりである。
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△ 8.7

△ 7.8

△ 1.2

△ 1.4

△ 8.3

営業収益（円） △ 7.8

当年度純利益（円）

（△当年度純損失）

利益剰余金（円）

資産（円） △ 5.1

累積資金剰余金（円）　 △ 6.4

金　額 割　合

35,777,221 100.0

一般用 35,777,221 100.0 858 

《公共下水道事業会計》

１．業務の概要

年度末処理人口(人) 1,494 1,637 △ 143

年度末処理戸数(戸) 858 931 △ 73

年間処理量(ｍ3) 227,297 230,124 △ 2,827

1日平均処理水量(ｍ3) 621 630 △ 9

年間有収水量(㎥) 140,772 153,515 △ 12,743

36,669,786 39,781,661 △ 3,111,875

0 0 0

2,922,549,952 3,078,914,202 △ 156,364,250

16,135,791 17,244,422 △ 1,108,631

［下水道使用料の状況］ （単位：円、％、戸）

令和7年度

合計(税抜き)

項　　目 令和７年度 令和６年度 比 較 左の率

経
営
成
績

△ 35,977,084 △ 31,686,220 △ 4,290,864 △ 13.5

財
政
状
態

区　分 備考（戸数）

  本年度の業務実績の概要は上記のとおりである。

　これまで同様、人口減少に伴う年度末処理人口の減が継続している。昨年度と比較し143人

(8.7％)減少し、1,494人となった。

　年度末処理戸数についても同様に人口の減少に伴い73戸が減少し(7.8％）し、858戸となってい

る。

　下水道使用料については、北部の地域のみの下水道供用となっていることから更なる戸数の減少

や事業者の縮小や廃止に伴い、収益の大幅な減少となった。そのため企業会計として今後も厳しい

経営となることが推測される。

－２－



　ア．収　入

科目 当初予算額 補正額 最終予算額 決算額
予算額に比べ
決算額の増減

収入率

営業収益 38,947,000 0 38,947,000 40,247,504 1,300,504 103.3

営業外収益 202,603,000 0 202,603,000 179,005,154 △ 23,597,846 88.4

合　計 241,550,000 0 241,550,000 219,252,658 △ 22,297,342 90.8

（単位:円）

39,354,939

892,565

111,935,542

65,604,672

　イ．支　出

営業費用 236,028,000 0 236,028,000 220,174,210 15,853,790 6.7

営業外費用 5,668,000 0 5,668,000 3,369,312 2,298,688 40.6

特別損失 5,960,000 0 5,960,000 0 5,960,000 100.0

予備費 500,000 0 500,000 0 500,000 100.0

合　計 248,156,000 0 248,156,000 223,543,522 24,612,478 9.9

（単位:円）

２.予算の執行状況(決算報告書)

（１）収益的収支（税込み）

（単位：円、％）

［収入の主なもの］

下水道使用料

その他　（雨水処理負担金）

他会計補助金

長期前受金戻入

（単位：円、％）

［支出の主なもの］

管渠費 1,186,660

処理場費　 58,411,627

総係費 31,193,043

減価償却費 129,382,880

支払利息 2,830,304

消費税 536,700

雑支出 2,308

営業収益 「決算額調
べ」より
抽出
（税込み）営業外収益

科目 当初予算額
補正額、流用額、

予備費充用額
最終予算額 決算額 執行残 執行残率

営業費用

営業外費用

－３－



　ア．収　入

科目 当初予算額 補正額 繰越額 最終予算額 決算額 増　減 収入率

企業債 500,000 0 0 500,000 0 △ 500,000 0.0

国庫補助金 3,000,000 0 0 3,000,000 0 △ 3,000,000 0.0

合　計 3,500,000 0 0 3,500,000 0 △ 3,500,000 0.0

［収入の主なもの］

企業債 建設改良債等 0

国庫補助金 0

　イ．支　出

建設改良費 6,650,000 0 0 6,650,000 0 6,650,000 100.0

企業債償還金 64,246,000 0 0 64,246,000 63,895,975 350,025 0.5

合　計 70,896,000 0 0 70,896,000 63,895,975 7,000,025 9.9

建設改良費 0

企業債償還金 63,895,975

63,895,975

（２）資本的収支（税込み）

（単位：円、％）

（単位：円、％）

［支出の主なもの］

下水道施設整備事業費

資本的収支の不足額 左の補てん財源内訳

過年度損益勘定留保資金 17,244,422

当年度損益勘定留保資金 46,651,553

（３）総収支及び資金過不足の状況

　ア．収益的収支 △ 4,290,864

　イ．資本的収支 △ 63,895,975

　ウ．総収支 △ 68,186,839

　エ．留保財源 67,078,208

　オ．単年度資金過不足額 △ 1,108,631

　カ．今年度累積資金過不足額 16,135,791

科目 当初予算額 補正額 繰越額 最終予算額 決算額 執行残
執行
残率

－４－



△ 4,290,864 △ 31,686,220 27,395,356 △ 86.5

215,674,940 201,664,799 14,010,141 6.9

35,777,221 38,889,096 △ 3,111,875 △ 8.0

179,897,719 162,775,703 17,122,016 10.5

219,965,804 233,351,019 △ 13,385,215 △ 5.7

1,080,400 1,835,500 △ 755,100 △ 41.1

53,104,802 55,616,712 △ 2,511,910 △ 4.5

12,846,292 11,324,921 1,521,371 13.4

17,805,177 22,903,964 △ 5,098,787 △ 22.3

84,836,671 91,681,097 △ 6,844,426 △ 7.5

2,830,304 3,897,274 △ 1,066,970 △ 27.4

0 3,817,083 △ 3,817,083 △ 100.0

0 1,863,203 △ 1,863,203 △ 100.0

129,382,880 128,410,849 972,031 0.8

2,915,949 3,681,513 △ 765,564 △ 20.8

67,078,208 67,699,148 △ 620,940 △ 0.9

３．経営成績(損益計算書)※税抜き

(単位:円.％)

損　益     (1)-(2)

(1)収益

ｱ.下水道使用料

ｲ.その他営業収益
　営業外収益

(2)費用

ｱ.管渠費

ｲ.処理場費

ｳ.総係費

ｴ.人件費

小 計

ｵ.起債償還等利子

ｶ.特別損失

ｷ.資産減耗費

ｸ.減価償却費

ｹ.雑支出

※参考～内部留保資金

区　分 令和７年度 令和６年度 対前年度の比較率

　下水道事業会計の損益計算書（税抜き）については上記のとおりである。

 収益収支については、損益額について約4,291千円の不足となったところであり、昨年度対

比にて損益額については、大幅に減少した。

　要因としては、人件費の減少と、他会計負担金の増額が主であると考える。

　市の政策として今後、コンパクトシティに関わり行政区域の中心を南側として集約する方

針であるが、その集約箇所については、下水道が供用されていない区域となっていることか

ら、市の下水道供用地域との整合性が無いなどの歪さとなっている。

  収益の増収については、抜本的な対策は難しい。また、会計維持についても公費の財源を

前提とした会計であり、将来の下水道事業のあり方の検討を必至とするべきである。

－５－



（単位：円）

令和7年度決算 令和6年度決算 増　減 理　由

△ 4,290,864 △ 31,686,220 27,395,356  

営業収益 下水道使用料 35,777,221 38,889,096 △ 3,111,875
人口減による収入
の減

営業外
収　益

営業外収益
（他会計負担
金）

111,935,542 96,008,234 15,927,308
繰入金は配分見直
しに伴う増

小  計 147,712,763 134,897,330 12,815,433

給料・手当 12,994,354 17,786,317 △ 4,791,963 支給対象職員の減

委託料
(処理場費）

51,450,000 50,610,000 840,000
処理場管理経費の
増

負担金
（下水道収納業
務負担金）

7,190,000 5,868,500 1,321,500 対象経費の増

資産減耗費 0 2,975,370 △ 2,975,370
7年度未除却分に
つき減

減価償却費 129,382,880 128,410,849 972,031 償却資産の増

小　　計 201,017,234 205,651,036 △ 4,633,802

支払利息 2,830,304 3,897,274 △ 1,066,970
企業債に係る利息
の減

雑支出 2,915,949 3,681,513 △ 765,564
3条特定収入に係
る減

小　　計 5,746,253 7,578,787 △ 1,832,534

４．増減の主なもの

区   分

損益額年度対比

営業費用

営業外
費　用

増減の
主な
要因

-6-



計 2,890,771,592 98.1% 計 1,260,038,615 43.1%

流動資産等 31,778,360 1.1% 1,662,511,337 56.9%

2,922,549,952 100.0% 2,922,549,952 100.0%

 ５.資産の構成

(単位:円)

資産の部 総資本（負債+資本）の部

負　債

合　計 合　計

土地 69,518,580 2.4%

自己資本金    1,261,256,409 43.2%建物 372,746,068 12.8%

構築物 2,259,932,867 77.3%

補助金等 34,759,290 1.2%機械、装置 188,574,077 6.5%

建設仮勘定 0 0.0%
利益剰余金 △35,977,084 -1.3%

固
 
定
 
資
 
産

 
資　

 
本
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6．ま と め 

　 

令和 7 年度夕張市公共下水道事業会計の決算審査を行ったうえで意見を次のとおり

述べる。 

収益については、純損失を計上する結果となっているが、人件費の対象支給職員の減

や他会計繰入金の増により損失額としては減少した。今後も収益としては、処理戸数（下

水道利用者世帯）の減少などの要因で収益の増収は難しい。 

市の重要政策として、南北に立て長い行政区域を市の中心部に集約を目的とする、コ

ンパクトシティ構想が進行されるなかにおいて現庁舎が移転方針を示し、下水道区域外

に建設が計画されることから、今後、更なる下水道収益の減収となる。また、収益の中

心となる家庭系の下水道使用料が占めることについても、供用区域の人口減少の加速化

や地域の疲弊が、会計運営に更なる痛手となるが、この市政の方針と会計運営のアンバ

ランス化は避けられず、今後の市全体の最適な汚水処理のあり方について早急に議論を

進めることを提案する。 

一方、下水道事業会計の経営を継続するとしても、財政再生計画を基に一般会計から

の繰入金頼りの会計運営であり、大規模な建設改良工事や企業債を財源にした大規模修

繕などは、今後の下水道利用者の減少を考えると困難である。しかしながら施設の老朽

化や維持補修は公共衛生上の問題もあり受益者がいる以上最低限必要と察する。 

現段階では、限られた財源の中で、公共衛生の役割を果たすべき、下水道事業につい

て供給区域の施設や維持管理について課題はあるが、災害や事故にも留意し、市民に対

し安心した、公共衛生サービスを今後も提供願いたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


